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都市 北海道釧路市 96541741 189539 1362.75 0.49 97.8 269.1 1731-38 -5.50
都市 北海道帯広市 74180933 169156 618.94 0.58 88.7 286.4 1291-36 -1.42
都市 青森県弘前市 69568681 186209 523.60 0.51 97.2 228.7 1056-61 -2.16
都市 宮城県石巻市 57188700 166345 555.77 0.51 98.4 194.9 1472-38 -4.26
都市 福島県福島市 91184039 286764 746.43 0.78 88.8 179.8 1919-42 -0.09
都市 栃木県小山市 53564808 157523 171.61 1.03 83.7 162.2 1150-33 3.19
都市 埼玉県熊谷市 60775818 203495 159.88 0.94 85.2 112.3 1382-39 -0.86
都市 千葉県野田市 43637902 154302 103.54 0.93 89.7 198.1 1075-35 0.03
都市 千葉県市原市 83802524 279957 368.20 1.19 86.7 122.9 1888-40 0.73
都市 長野県上田市 64563653 160743 552.00 0.64 90.3 179.8 1120-38 -1.75

経常収支 将来比率 職員数等 人口増減率
比率 (普通会計) 職員-特別職 (5年計)

都市 三重県津市 94834129 283185 710.81 0.77 93.2 146.2 2582-45 0.70
都市 三重県松阪市 55688668 167475 623.82 0.68 94.0 139.7 1336-38 2.72
都市 三重県鈴鹿市 59334655 193511 194.67 1.04 82.0 142.0 1288-36 3.74
都市 島根県松江市 90689349 193200 530.27 0.59 91.8 306.4 1652-53 -1.35
都市 広島県尾道市 56746401 150488 284.85 0.61 99.3 234.4 1439-49 -3.21
都市 広島県東広島市 67290704 177535 635.32 0.85 88.4 237.9 1427-38 5.18
都市 山口県山口市 63990386 187420 730.23 0.73 93.4 209.4 1495-38 1.58
都市 山口県周南市 58492827 152771 656.25 0.89 90.0 187.9 1284-37 -3.17
都市 徳島県徳島市 86094569 259920 191.39 0.87 92.8 177.2 2178-42 -0.14
都市 愛媛県今治市 76575323 174315 419.85 0.57 92.2 197.6 1484-37 -3.68
都市 佐賀県佐賀市 86360298 237254 431.42 0.65 96.4 182.4 1535-0 -0.71
都市 宮崎県都城市 68609393 172722 653.31 0.51 94.1 192.9 1441-46 -0.50

1 区分は、町村、都市、特例市、中核市、特別区、政令市別の団体区分です。
2 団体名は、都道府県名とともに表示しています。
3 歳入総額は、2007(H19)年度の各団体の歳入総額で、表示単位は千円です。
4 人口は、2008(H20)年3月31日時点の住民基本台帳搭載人口で、外国人登録人口を含みません。
5 面積は、2007(H19)年度の各団体面積です。
6 財政力指数は、2007(H19)年度の各団体の財政力指数(過去3年間の平均値)です。

2007(H19)年度財政力指数=2005(H17)～2007(H19)年度の基準財政収入額/基準財政需要額の平均値
7 経常収支比率は、2007(H19)年度の各団体の経常収支比率です。

経常収支比率=経常経費充当一般財源等/(歳入経常一般財源等+減税補てん債+臨時財政対策債)*100
8 将来比率は、2007(H19)年度の各団体の将来にわたる実質的な財政負担額の標準財政規模に対する比率です。

将来比率=将来にわたる実質的な財政負担額/標準財政規模*100
※将来にわたる実質的な財政負担額=地方債現在高+債務負担行為額(支出予定額)-積立基金現在高

9 職員数等は、職員数および特別職数を表示します。左が職員数、右が特別職数です。
職員数=一般職員(技能労務員を含む)+教育公務員+消防職員+臨時職員
特別職数=市区町村長+副市区町村長+収入役+教育長+議会議長+議会副議長+議会議員

10 人口増減率は、5年間の人口増減率です。国勢調査による人口数から算定しています。
人口増減率=17年国調人口/12年国調人口*100-100

1 『市町村インデックス』は、総務省公表の決算カードデータ、各団体公表の財政データ等を参照して作成した財政統計研究所
の決算統計データベースから作成したものです。
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　『市町村インデックス (都市Ⅳ-1)』の構成は、下記のとおりです。

財政力指数

市町村インデックス (都市Ⅳ-1)

　類似団体別『市町村インデックス』は、2007(H19)年度普通会計決算に基づく、全市区町村の団体データです。

市町村インデックス (都市Ⅳ-1)の構成

区分 団体名 歳入総額 人口 面積(k㎡)

財政統計資料館 (展示資料7) 市町村インデックス2009 (都市Ⅳ-1) 2007(H19)年度普通会計

面積(k㎡) 財政力指数区分 団体名 歳入総額 人口

 都市Ⅳ-1 　(人口　150,000人以上。　産業構造　Ⅱ次+Ⅲ次　95%未満、Ⅲ次　55%以上。)

面積(k㎡) 財政力指数区分 団体名 歳入総額 人口
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3 『市町村インデックス』は、地方自治研究のための財政データのひとつとしてご自由にご活用ください。

4 『市町村インデックス』の商用目的のご利用はお断りいたします。
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6 データの正確性には細心の注意をしておりますが、参照データの誤謬・欠落や入力・転記ミス、データ処理の方法等により
データに誤謬並びに誤差が存在する可能性がありますのでご了解願います。

財政統計研究所

『0』と表示されたデータは、データそのものが『0』である場合のほか、参照データが空欄「-」等のため把握できない場合や、
四捨五入によりデータが『0』となる場合がありますのでご注意ください。

『市町村インデックス』の全部または一部を冊子等に掲載される場合は、財政統計研究所作成資料からの転載資料である旨
を明記してください。


